「消費税増税の中止を求める意見書」の提案理由説明
２０１３年６月２７日　日本共産党・火爪弘子

　社会民主党および日本共産党から提出した「消費税増税の中止を求める意見書」の提案理由説明を行います。

　昨年８月１０日民主党・野田内閣は、自民・公明との「三党合意」のもと、多くの反対を押し切って、消費税増税法案採決を強行しました。この強行を断罪した野田首相に対する問責決議案が、８月２９日参議院本会議において賛成多数で可決されたことは、この採決に道理のないことを改めて示しています。
　よって、自民党も、昨年１２月の総選挙に際しては、安倍首相がテレビ討論などでも消費税増税に問われても「○」の札も「×」の札もあげないなど、徹底して「増税隠し」に終始したと指摘されました。国民は、消費税増税をけっして「信任」した訳ではありません。
　消費税が暮らしと経済に大きな打撃となることは、明らかです。
　昨年政府が行った試算でも、年収５００万円のサラリーマン４人世帯では、消費税率が１０％になると年間１１.５万円の負担増。子ども手当や年少扶養控除の廃止などを合わせると年間３１.１万円もの負担増になります。

　昨年、帝国データバンクが行った企業へのアンケート調査では、「税率引き上げで業績に悪影響を懸念する」と答えた企業が６７.１％。なかでも小売業では８６.６％にも達しています。立場の違いを超えて、消費税増税回避のために政府に働きかけようではありませんか。

　増税法案は、その付則第１８条で、税率引き上げは「経済状況等を総合的に勘案した上で、その施行の停止を含め所要の措置を講ずる」と明記しています。前回の５％増税が、日本経済に大打撃を与え、税収全体を逆に減らした苦い経験があるからです。
　しかし安倍内閣は、今年１０月にも増税実施を閣議決定する予定と伝えられています。しかし、日本の実態経済はけっして好転したとは言えません。

　今月１１日付け朝日新聞の世論調査でも、「安倍政権になって景気回復の実感がありますか」との問いに、「ある」と答えた人が１８％、「ない」と答えた人が７８％です。「アベノミクス」でいい思いをしているのは、ごく少数の大企業と大資産家だけではないでしょうか。

　では、秋に向けて見込みはあるのか。同じ調査では、「安倍内閣の経済対策が
賃金や雇用増に結びつくと思いますか」という問いにたいして、「結びつく」と答えた人は３６％、「そうは思わない」と答えた人が４５％です。この点からも、消費税増税の条件がないことは、明らかです。

　日本共産党は、消費税増税に頼らない財源確保の道を提案しています。
　富裕層や大企業を異常に優遇する今の税制を改め、財源を確保し、大型開発や軍事費、原発推進予算、政党助成金など、歳出削減を徹底して行う。社会保障は削りません。この財源確保のやり方には、もちろん意見の違いはあるでしょう。

　しかし、この経済状況で消費税を増税したら、暮らしの経済もたいへんな事態になるとの認識では多くの方が一致できるのではないでしょうか。直面する消費税増税を回避するために、立場を超えて運動することが重要だと思います。「意見書」への賛同を心から訴え、提案理由の説明といたします。
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